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上田安子服飾専門学校 学校自己点検・評価報告書平成３０年度版について 
 
 

学校法人上田学園は、平成２０年に、学校自己評価制度導入を図るために自己点検部会を設立し、組

織的な体制を築きました。部会においては、自己点検項目につき、不備な点を拾い出し、その改善に努め

ました。一方、平成２１年度には、上田学園中長期経営計画を策定し、そのレビューを図ると同時に、その中

長期経営計画に、自己評価制度部会の活動が反映していくような体制を築いてきました。 

平成２５年度には中期経営計画の中間総括をおこない、目標の達成により、第２次中期経営計画を策

定し、新たな目標設定を行いました。 

また、職業実践専門課程の認定に取り組む中で、平成２５年度より学校関係者評価委員会を組織し学

校自己評価報告書をもとに広く学外からの評価をお受けしています。 

今年度も自己点検制度に対する学園の取り組みを、引き続き一般公開することで学園が更に取り組む

べき点を内外に明らかにして、社会的責任を果たしてまいりたいと考えています。 

 
令和元年７月 

学校法人 上田学園 理事長 上田哲也

上田安子服飾専門学校 学校長 田島 等 

 

 

 

 
平成３０年度自己点検制度推進部会

大阪総合デザイン専門学校 

上田安子服飾専門学校 

大阪エンタテインメントデザイン専門学校 

上記各学校の事務統括 教務部長 学生部長

メデイアセンター 

学園本部 
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本校は、教育基本法及び学校教育法の趣旨に基づき、常に新しい構想の基に、服飾産業界及び実際生活に

必要とする洋裁の専門的技術教育を行うため、ファッション専門課程を置き、服飾の文化史的、理念的

研究によって、専門家としての高い教養を備えた人材の育成を図ることを目的とする。 

１ 教育理念・目的・育成人材像等 

1－1 理念・目的・育成人材像は定められているか。 

学園として、創立者上田安子の理念を継承している。当校の教育理念は「技術」「感性」「知性」「時代性」の

各々の要素のひとつひとつを丹念に培いながら、さらに 4 つの要素をバランス良く兼ね備えた、ファッシ

ョン業界を担う人材を育てることである。この教育理念は、ホームページによって学内外に公表・周知さ

れている。「オリジナリティあふれる独自性とビジネス感性をもった豊かな人間性の追及」 

また目的・育成人材像については上田安子服飾専門学校の「学則」第１章第１条において以下のように規定さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

1－2 学校の特色は何か 

学園発足以来７７年の歴史を持っており、ファッション系専門学校として長年大阪のファッション界をリ

ードし、多くの人材を育成している。また、姉妹校としてグラフィックデザイン、漫画、コミックアート等の

学科を擁する大阪総合デザイン専門学校、大阪エンタテインメントデザイン専門学校があり、上田学園は三

校体制の特色のある学園として社会的信用が得られている。その中でも当校は総計３万人に及ぶ卒業生を

社会に送り出している伝統のある学校として社会一般に受け入れられている。 

 
1－3 学校の将来構想を抱いているか 

伝統校としてのコアコンピタンスを補強しカリキュラム・教育設備の充実を図ることを基本方針とし、

なかでも企業との連携の強化 、教育の ICT 化 、国際連携の強化を３つの柱とし、教育の充実に努めて

いる。 また学園本部では、（１）財務計画、校舎・設備計画にそった各校事業支援、（２）人事評価制度を

含めた人事政策、（３）社会的責任の実現（個人情報・自己点検部会、衛生委員会等）の３大方針で改革

を進めている。 

 
1－4 学校の理念、将来構想などが学生・保護者等に周知されているか 

教育理念・将来構想をホームページによって校内外に公表・周知するとともに、入学時の説明会および保

護者説明会やパンフレットでの広報を行っている。また業界新聞を活用し、学校の将来構想に関する情報

を広報している。この際には全学生に掲載紙を配布し、学生・保護者に対して校内の情報を伝達している。 

 
1－5 学科の教育目標、育成人材像は業界のニーズに向けられているか 

ファッションの専門家としての高い教養を備えた職業人材の育成という目標を達成するために平成２５ 年

度より、校長および本校教職員、さらに関連する企業・業界団体・専門分野の学識経験者で構成する教育

課程編成委員会を設置し、各学科の育成人材像、カリキュラム編成、および教育改善について意見交換を

行っている。ここでの校外の意見を受けて各担当が検討し、業界のニーズに向けたカリキュラム 



4  

を策定している。 
 
 

２ 学校運営 

2-1 運営方針は定められているか 

学園・学校運営方針に関しては、上田学園中長期経営計画を策定している。これに基づき入学者数、退学

率、 4 就職率、コスト削減などの業務目標の項目を定めている。これらは人事評価の業務目標策定時に

教職員に徹底している。 学園もしくは学校機構の改革に関しては、常務理事会、経営定例会議、本部会議

で検討を行っている。 

 
2-2 事業計画は定められているか 

事業計画については１－３項目の記載通り、上田学園中長期経営計画を策定し、これに基づき年度ごとの

計画 を理事会の審議を経て策定し実現に努めている。 

 
2-3 運営組織や意思決定機能は、効率的なものになっているか 

「組織規程」を定め運営組織を明確にしている。さらにこの組織規定の定めを受けて「事務分掌細則」 を

定め、 各部の業務を明らかにしている。また、「学校法人上田学園稟議規則」「学校法人上田学園業務委任規

則」により意思決定機能を明確に定めている。 以上の規定等により当校は教務部、学生部における業務の

分担が明確化されており、それにもとづいて、効率 的な業務推進がなされている。校長が教務部、学生部を

掌握して、各学校の経営を教育的観点、財務的観点 両方から行っている。さらに、平成２３年度から校長を

補佐する事務統括職を設け、組織運営のかなめとして運 営を効率的なものとしている。 

 
2-4 人事や賃金での処遇に関する制度は整備されているか 

給与規程、常勤講師給与規定を定めて運用している。また、人事評価規程を定め人事評価制度を導入して

いる。 これにより現場での目標管理とその人事評価は制度として根付いた。今後、自己管理的な制度の趣

旨について理解の浸透をすすめ、教職員側からの積極的な運用を図ることとしている。また、学園・学校目

標を現場に浸透させ、現場に近い、各学科の目標、及び学科長の評価に重点を移していくため、学科長に

より各被考課者の 目標設定と評価にこれまで以上に関与する制度にする。また、資格規程を定め教職員の

インセンティブを高め ている。 

 
2-5 意思決定システムは確立されているか 

最終決定機関の理事会・評議会のほかに、常務理事会を設けて、学園全体の組織・人事・中長期経営計画等 の

方針案を検討するほか日常的事務については決定権を理事会から委任されている。常務理事会は両校長を 

含め実務的な理事により構成されている。また、各校の個別人事・予算・行事等の一般的事項については校

長 が決定するが、重要事項については経営定例会議で、両校の責任者の意見を聞いて、理事長が決定する

こととして いる。 経理については経営会議決議事項の対象であるなしに係らず、５万円以上の案件に関

しては支払稟議書でも って回章捺印し、理事長決裁とし、理事長、各校長ほか各部門責任者の共通認識を

得ている。 平成２７年１１月以降、稟議ｼｽﾃﾑ（楽々精算）を導入し、スムーズな稟議決裁を行っており、

透明性が高まること で、内部統制面でも有効に働いているとみている。 
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2－6 コンプライアンス体制が整備されているか 

教育機関として、法令遵守は当然の責務であり、業界や地域社会等の関わりにおいても、些かも法令に抵

触することの無いよう学校運営に心がけている。事あるごと、学園本部を窓口に各関係機関に助言を求めな

がら進めてきたが、今後はコンプライアンスのマニュアル化等、体制の整備が必要である。 

 
2－7 情報公開が適切になされているか 

「学校法人上田学園情報公開に関する規程」を定め、（1）財務諸表に関する情報（2）自己点検・評価の

結果の 公表（3）シラバス(授業概要)他教育活動にかかわる情報（4）その他、法令により義務付けられ

た情報を学園の ホームページ上で公開している。 

 
2－8 情報システム化等による業務の効率化が図られているか 業務管理システムとしては、入学希望時

点から卒業までの（募集・教務・成績・学費・就職）それぞれのシステム があり、連携して効率的な運

用を図っている。その他、勤務・給与・財務・資産の各管理システムでも業務の効 率化が図られている。情報シ

ステムを管理するサーバールームでは、部署毎にファイルサーバーを設置しデータの保管・共有化を 図

り、定期的なバックアップにより保守している。 情報共有については、ローカルネットワーク内ではフ

ァイルサーバーを使用し、ローカルのエリアを超える場合 にはオンラインアプリケーション 

（Google Apps）を利用している。 
 
 

情報通信教育推進室 

情報通信教育推進室は、平成２０年度の設立以降、シラバス等カリキュラムバンクである「上田学園リポ

ジトリ」 サイトの構築・運用、「上田学園サイト」の構築・運用、クラウド活用による｢動画 e ラーニン

グ｣サイトの構築・運用 等、ウェブの積極活用に注力してきた。 平成２８年度は、学園３校の広報サイト

へのポータル(入り口)としての役割を持ち、学園全体の広報、情報公開 ツールとして位置付けられる「上

田学園サイト」(www.uedagakuen.ac.jp)の更新頻度を昨年度よりも大幅に高めた。以前全面リニューア

ル時に導入したＣＭＳ(コンテンツ管理システム)をフル活用し、学園３校のトピックスを定期的に発信

して、学園全体の広報ツールとしての役割をより高めた。 

 

 
 

３ 教育活動 

3-1 教育理念に沿った教育課程の編成・実施方針があるか 

当校の教育理念である「技術」「感性」「知性」「時代性」の各々の要素のひとつひとつを丹念に培いながら、

「オリジナリティあふれる独自性とビジネス感性をもった豊かな人間性の追及」をテーマに教育活動を行って

いる。 

業界のニーズを把握するについては教員が企業を訪問してヒアリングした内容について校内で情報を共

有し、カリキュラム開発に活用している。また業界主催の各種研修にも積極的に参加し、教員の資質向上に努

めている。 

平成２５年度からは教育課程編成委員会を設けて学外の意見を受け、それらをもとに学科の教育目標、育

成人材像について教員会議で検討し、教育理念に沿ったカリキュラムを策定している。 



6  

3-2 教育理念、育成人材像、業界ニーズを踏まえた修業年限に対応した教育到達レベルや学習時間の確保

は明確になされているか 

各学科において関連分野の業界のニーズを把握するように努め、教育目標、人材育成像を構成する知識、技

術、人間性等を養成するカリキュラム設計を行っている。 

また、就職ガイダンスやキャリア教育に関する科目を設定し、社会性を身につける教育を行っている。 
 
 

3-3 カリキュラムは体系的に編成されているか 

各学科のカリキュラムは、人材目標の達成にむけて必要とされる専門知識・技術を身に付ける必修科目と自

由度のある選択科目によって構成されており、教育目標と各科目の繋がりが明確になるように編成して

いる。在校生に対しては入学・進級のガイダンス時に担任教員からカリキュラム全体の事前説明をすることで

学習意欲を促している。 

 
3-4 実践的職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫、開発がなされているか 

カリキュラム内容を検討するにあたっては産学連携事業などを通じて得られた成果に基づき、業界ニー

ズを反映させるよう務めている。 

これに基づき平成３０年度に行った学科・コースの再編は以下のとおり。

スタイリングフォト学科（３年制）を設置 

ファッションクリエイターコース内に２年次からスポーツファッションデザインコースを設置 
 
 

3-5 企業、業界団体等との連携によるカリキュラムの作成がなされているか 

企業、業界団体、学識者で構成する「教育課程編成委員会」を設けて学外の意見を受け、それをもとに学科の

教育目標、育成人材像について教員会議で検討し、実践的職業教育の視点に立ったカリキュラムを策定するこ

ととしている。また各学科が産学官の連携事業に取り組むなかでカリキュラムの高度化が図られている。

平成３０年度に産学連携の取組を行った業界団体等は以下のとおり 

大阪府、大阪市、泉大津市、阪南市、たつの市、西脇市、多可町、与謝野町、京丹後市 

和歌山県、橋本市、奈良県、菟田野市、和歌山県工業技術センター、阪南市商工会、多可町商工会、泉

南市商工会議所、東京ファッションデザイナーズ協議会、播州織産元協同組合、紀州繊維工業協同組合、

日本タンナーズ協会、日本皮革産業連合会、兵庫県皮革産業協同組合連合会、松原皮革協同組合連合会、

播州皮革工業協同組合、沢田皮革協同組合、関西ファッション連合、大阪靴メーカー協同組合、兵庫県

鞄工業組合、大阪日仏協会、大阪日伊協会、関西日本香港協会、塩ビ工業・環境協会、ファッションビ

ジネス学会、日本感性工学会、日本繊維機械学会、大阪自由大学 

 
ファッション教育による提案と実施に関する産学連携は、企業や地場産業から具体的な要望の取組案が

増えつつある。業界から求められる専門学校としての現状に応えるべく、各学科教員の技術力・応用力

をさらに研鑽することが必要である。 

 
3-6 実践的な職業教育が体系的に位置づけられているか 

産学官連携プログラムを実施するにあたり、カリキュラム配置等や内容を校内で協議し、学科の設定した 
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カリキュラムの高度化に資すると考えられるもののみ、実施することとしている。また連携先の見学・講

義、実習・演習、学修の評価を１セットとし、いずれの取組にも課している。学修の成果については内容を校

内でも評価し、その結果を従来の教育内容の中に織り込み、カリキュラム編成に活かしている。  インタ

ーンシップについては、キャリアサポートセンターがとりまとめ、随時実施している。 

 
3-7 授業評価の実施体制はあるか 

全科目全クラスを対象に期末に授業アンケートを行い、担当教員にフィードバックしている。また、副校

長・学科長らによる授業参観を随時実施し、改善点の把握につとめている。 

 
3-8 職業教育について外部関係者からの評価を取り入れているか 

各学科において産学官連携プログラムを実施する際には、成果発表の機会を設けるなどして、必ず企業や関

連団体の評価を受けることとしている。 

また日頃の学修の成果発表の機会である、「上田学園コレクション」や「プレタポルテ展」、「ファッション

アートカーニバル」においては、企業等の方々による審査を実施するなどして評価を受けている。  平成３

０年度に実施した上記以外の主な取り組みは以下のとおり。 

ファッションプロデュース学科 

・株式会社スマイリーアース」 

オーガニックコットン素材を用いたマタニティウエアのワンピース商品の依頼を受け、学生がデザ

インと製品サンプルを製作し、企業担当者へプレゼンテーションと評価を受けた。 

・福井県の企業 

株式会社タケダレース、八田経編株式会社、セーレン株式会社、サンオプチカル株式会社を見し、

製造のプロセス等を学んだ。 

ファッションクラフトデザイン学科・ファッション雑貨デザイン学科 

・兵庫県たつの市 皮革工業協同組合 皮革を用いた商品企画提案・サンプル制作に取り組んだ。 

・愛知県尾州産地 尾州ウール産地生地を使用した作品制作に取り組んだ。

トップクリエイター学科、ファッションクリエイター学科 

・HITOYOSHI 株式会社（熊本）でシャツの縫製と工程分析についての研修を実施。 

・須裁株式会社のジャカード生地を使用した作品を製作、成果発表を実施。 

・ブランド「プレゼンス」のショップで委託販売を実施した。 

・株式会社ＳＨＩＮＤＯの新商品の活用方法のアイデア提案を行いパリ展示会プルミエール・ビジョンで

発表。 

・和歌山高野口産地「パイル・フェイクファー素材」を使用した商品を開発し、パリ展示会トラノイで発

表。 

・阿江ハンカチーフ株式会社のブランド「ルミエーブル」とのコラボレーションでゴスロリ調の日傘の商

品提案に取り組んだ。 

・和歌山線染工株式会社と協業でゴスロリ調の生地開発を実施。

ファッションクリエイターアドバンス学科 

京都・丹後織物産地 商品開発の企画提案に取り組んだ。 
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ファッション・ビジネス学科 

接客ロールプレイングコンテストに審査員としてアパレル企業２０社を招請し、評価を受けた。 

 
 

またファッションビジネスストアマネージメント学科は株式会社ワールドと連携した学科であり、販売

演習等の科目は企業からの評価を受けている。 

 
3-9 成績評価･単位認定の基準は明確になっているか 

各科目の成績評価の方法はシラバスに明示しており、ホームページで周知されている。高度専門士および専

門士認定の要件である、「試験による評価」をすべての科目で行うとともに、課題作品による評価基準は担当

者が協議し、決定したものをあらかじめ学生にも周知するよう努めている。また進級、卒業判定の基準は学生

に配布する「学修ガイド」に明示されており、担任が入学･進級ガイダンス時に説明している。 

 
3-10 資格取得の指導体制はあるか 

資格取得については各科目担当の授業の中で無理のない指導を行っている。（ファッションビジネス検定、

サービス接遇検定等）また、希望者には課外で指導を行っている。（パターンメーキング検定等） 

 
3-11 育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保しているか 

教員の採用にあたっては、履歴書･職務経歴書などの提出書類を精査し、人材育成目標に向け授業を行う

ことが出来る要件を備えているか判断し採用している。 

 
3-12 業界と連携して優れた教員を確保するなどマネジメントがおこなわれているか 

当校はファッション業界に長期にわたり幅広い人材を供給してきており、同窓会などの機会をとおして、

優秀な卒業生を教員として確保している。また産学官連携の取組、学会等への参加や大学との交流によっても

講師を招請している。 

 
3-13 教員の技能研修や資質向上の取り組みが行われているか 

3-14 職員の能力開発のための研修がおこなわれているか 

上田学園教職員研修規定を定め、現在携わっている職責や業務および将来的に必要と思われる知識、技能の

習得、能力、資質の向上を図ることとしている。研修等の実施に当たっては「研修規程」に基づき、講師を企

業等から当校に招請して実施している。また専門分野の研修については可能な限り教員が企業・業界団体・研

究機関等の開催する研修等に参加させることを基本としている。指導力向上の研修については専修学校連合会

主催の研修会に積極的に参加するよう努めており、いずれの場合も参加者が校内で研修報告を行なうこ

とを基本としている。また日常的に上級教員によるオンザジョブトレーニングを行っている。平成２９

年度は以下の研修を実施した。 

（産地・工場見学） 

兵庫・西脇、たつの、京都・丹後、和歌山・高野口、岡山・児島、愛知・有松、福井、熊本 

（技術研修） 

東京・パターン CAD 研修、和歌山・島精機見学 



9  

（教育力向上のための研修） 

指導力向上にかかるセミナー、人権教育セミナー、ハラスメントについての研修 

（学会参加） 

東京大学で行われた感性工学会に教員１名が発表を行った。 

３月信州大学で行われた第１４回日本感性工学会春季大会で教員１０名が発表を行った。

またファッションビジネス学会では、教員１名が発表を行った。 

 
3-18 地域社会との連携や地域性を活かした教育活動が行われているか 

ファッションクリエイター系学科、ファッション工芸デザイン学科は、素材産地、メーカーと連携した物づ

くりの実践をすすめている。現場を体感するため、教員と学生が素材産地に訪問し、また企業から素材の提

供を受けるなどして、高品位な作品を製作している。西日本の主な連携先は以下のとおり。 

大阪府、大阪市、泉大津市、阪南市、たつの市、西脇市、多可町、与謝野町、京丹後市 

和歌山県、橋本市、奈良県、菟田野市、和歌山県工業技術センター、阪南市商工会、多可町商工会、泉

南市商工会議所、播州織産元協同組合、紀州繊維工業協同組合、日本タンナーズ協会、兵庫県皮革産業

協同組合連合会、松原皮革協同組合連合会、播州皮革工業協同組合、沢田皮革協同組合、関西ファッシ

ョン連合、大阪靴メーカー協同組合、兵庫県鞄工業組合、大阪日仏協会、大阪日伊協会、関西日本香港

協会、塩ビ工業・環境協会、大阪自由大学 

 
４ 学修成果 

4-1 就職率（卒業者就職率・求職者就職率・専門就職率）の向上が図られているか 

クラス担任、科目指導教員とキャリアサポートセンターが連携して進路、就職先選定から就職活動サポ

ートまでの就職支援に当たっている。具体的には、年々早まる企業の採用スケジュールに対応するべく

各種セミナー･ガイダンス、マナー講座、個別カウンセリング等を実施している。基本の就職サポートプロ

グラムは必修とし、求職者就職率の向上に努めている。これにより専門分野の知識、技術が活かせる就職実

績を上げており、求人状況および内定状況は月次で報告を取りまとめ、学内に周知している。  就職率の

向上にむけては業界の構造変化に対応できるよう各学科の到達目標を設定する必要があり、教育課程編成

委員会等で業界のニーズを把握し、担当者で協議しながら教育課程編成をすすめることとしている。各学

科の就職率は以下のとおり。 

・ファッション･プロデュース学科 １００％（前年度９４％） 

・ファッションクリエイター学科 ７７％（前年度８８％） 

・ファッションクリエイターアドバンス学科 ９０％（前年度８２％） 

・ファッションビジネス学科 ９０％（前年度８２％） 

・ファッションビジネス・ストアマネジメント学科 １００％（前年度１００％） 

・ファッション雑貨デザイン学科 １００％（前年度１００％） 

・ファッションクリエイター夜間学科 ７５％（前年度８９％） 
 
 

4-2 資格取得率の向上が図られているか 

各学科のニーズに合った取得目標資格に対して学科単位で取得率の向上を目指し対策講座を行っている。 
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4-3 退学率の低減が図られているか 

当校では「退学の兆候は欠席に表れる」と捉えている。それらを早期に把握し対応する体制を構築してい

る。学生の欠席については担任が出席簿でチェックするだけでなく、欠席の多い学生については科目担当

教員から担任教員または学科長・教務部長に報告することとしている。担任は報告を受け次第、学生に連

絡し、必要に応じて面談するなどして改善につとめている。 

また、科目担当教員は欠席学生の授業の遅れを取り戻すため放課後等に個別で指導を行なっている。無論

これは出席率がよくても学業が不振な学生に対しても同様である。また欠席が長期にわたる場合や精神的

な問題を抱えた学生に対しては学科長・教務部長と心理カウンセラーとが連携しながら指導を行い、学生の

早期復帰を促すよう努めている。平成３０年度の中途退学率は全体で１２.８％であり、昼間部のみでは１

１.２％である。全体で１０％以下となるよう早期の指導に努める。 

 
4-4 卒業生・在学生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 

卒業生の就職先企業を定期的に訪問、または企業の来校時に卒業生評価に関する情報収集を行い、校内

で情報を共有している。同窓会開催時(関西地区隔年、関東地区年 1 回)には、卒業生の活動状況を確認

するとともに、卒業生同士の情報交換を促す機会としても位置づけている。そうして知り得た卒業生の

活動状況については、入学案内書やポータルサイト内で紹介し、学内外へ広報している。卒業生の評価

の把握については以上のとおり同窓会での情報収集が主となっている。 

在校生の評価に関しては、産学連携協働事業の実践をすすめ在校生の教育成果評価の機会を増やしている。

また、その結果を教育カリキュラムへの反映するよう努めている。学内コンテスト開催や作品発表の折に

は、就職先企業をはじめとする業界の実務担当者を審査員として招聘し、教育内容の評価を受けるととも

に、実社会の人材ニーズと教育カリキュラムの乖離が生じないよう努めている。 

 
５ 学生支援 

5-1 就職・進学指導に関する体制は整備され、有効に機能しているか 

就職･進学相談に関しては、学科長、クラス担任、キャリアサポートセンターが連携する体制で進めている。

就職に対する早期意識付け、就職活動の実務ガイダンス、就職活動ガイドブック･就職活動体験記の配布、

模擬面接、証明写真撮影会の実施など、年間スケジュールに沿って実施している。また業界、職業理解のため

の、校内企業セミナーを企業の実務担当者を招いて開催している。学生の個別指導に関しては、個々の受験進

捗管理を行い、希望職種、企業に応じて個別カウンセリング、提出作品制作指導、模擬面接、など受験対策を

徹底し、希望の職種、企業への就職を可能にするよう支援している。 

また、面接対策としてグループ模擬面接やグループディスカッションおよび就職試験対策として「筆記試験対

策講座」「応募書類作成講座」を実施している。 

 
5-2 学生相談に関する体制は整備され、有効に機能しているか 

学校生活についての相談は担任教員や職員が対応している。また校内にカウンセリングルームを設置

し、有資格、専門知識を持ったカウンセラー1名が定期的に来校して在学生のカウンセリングにあたる

とともに、教員に対してメンタルヘルスケア等の研修や相談も行っている。 
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5-3 学生の経済的側面に対する支援が全体的に整備され、有効に機能しているか 

経済的支援が必要な在学生に対しては、日本学生支援機構、日本政策金融公庫（国の教育ローン）など

の公的制度の活用について案内するほか、本校独自支援制度を設けている。学費ローンの利子分を支給

する利子給付制度、入学時に入学金・授業料を減免する上田学園特別奨学生制度や上田学園特待生制度

などがある。各種奨学金については学生部が窓口となり、入学後に説明会も実施している。 

 
5-4 学生の健康管理を担う組織体制があり、有効に機能しているか 

学校保健法に従い、毎年度４月に定期健康診断を実施している。診断は近隣の学校医に委託し、結果は

在学生に配付する。学校医は健康相談等をできる体制にある。 

在学生からの健康上の相談や、学内での発病、事故などの際は担当の教職員が適切な対応を行えるよう

連絡、連携体制を整備している。 

また、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を設置していて、教職員への使用方法の研修も実施している。 
 
 

5-5 課外活動に対する支援体制は整備されているか 

在学生の校外でのファッションショー、フリーマーケット等の自主的活動の場として、学園施設や機材

の使用を認めている。活動は原則として授業時間外で行われ、学業との両立については各学科教員およ

び教務部、学生管理課が指導している。 

 
5-6 学生の生活環境への支援は行われているか 

本校独自の学生寮は所有していないが、学生マンション業者に業務委託し、希望者が利用している。各

学生寮の運営状況等については、業者より定期的に学生部に報告があり、何らかの問題が生じた場合 

は、業者または在学生からの申出・相談により解決に向けての対策を協議する。過去に重大な事案は発

生していない。 

 
5-7 保護者と適切に連携しているか 

入学時には入学式当日に学科別保護者会を開催し、学生生活が円滑に進むよう学校と連携していただく

ようお願いしている。また、前期末、学年末には保護者宛てに成績評価とともに面談のご案内を送付 

し、希望される保護者には三者面談を実施している。日常的には修学状況等において相談の必要がある

場合は、担任教員が保護者に電話または文書で報告し、必要に応じて面談を行っている。 

 
5-8 卒業生への支援体制はあるか 

在学生は卒業と同時に同窓会正会員となる。同窓会は事務局を校内に置き、卒業生と学校との一体感を

維持するためにさまざまな活動を行う組織であり、毎年度の総会の開催や大阪支部・東京支部での同窓

会の開催・運営にあたっている。また、年２回の上田学園コレクション招待状の発送、会報を毎年２回

発行するなど、運営・情報提供に努めている。また、卒業生が展示会等を開催する際には、校内にとど

まらずホームページを活用して広報に協力するなど、できうる限り支援している。さらにキャリアサポ

ートセンターは卒業後の就転職の相談にも応じるとともに、卒業生が附帯教育の社会人向け講座を受講

する際の指導なども行なっている。 
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5-9 社会人のニーズに踏まえた教育環境が整備ざれているか 

社会人が働きながら学ぶことができ専門士資格を付与されるコースとしてファッションクリエイター夜

間学科（３年制）を開設している。また、別科として、1年毎の終了も可能な夜間部アパレルテクニック

科（１～３年課程）では洋裁技術者として必要な知識・技術を身につけることができる。また、専攻科

昼間部・夜間部では６ヶ月の課程で知識と技術を修得することができる。この他に大学・短大等の既卒

者に向けては３年間の内容を２年間で修得するカリキュラム構成のファッションクリエイターアドバン

ス学科を設置している。当該学科修了生は専門士資格を付与される。 

 
5-10 高校との連携による職業教育の取り組みが行われているか 

高等学校の専門教育の高度化に資するため、専門教育の高校・専門学校連携がさかんに行っている。当校は

と高専連携協定を結び、同高校のファッション科目特別授業として当校において教員が指導し、成果をあげて

いる。また、主として近畿・中四国の高等学校に当校教員が出張し特別講師としてデザイン系科目の出張授業

や学習成果発表ファッションショーの指導を行なっている。平成３０年度の実績は以下のとおり。 

・大阪市立泉尾工業高校ファッション工学科 

・大阪府岸和田市立岸和田産業高校デザインシステム科 

・兵庫県立西脇高校生活情報科 

・兵庫県立龍野北高校総合デザイン科 

・奈良県立磯城野高校ライフデザイン科 

・滋賀県立大津高校家庭科学科 

・三重県立飯野高校応用デザイン科 

・三重県立白子高校生活創造科 

・三重県立明野高校生活教養科デザインコース 

・愛知県名古屋市立桜台高校ファッション文化科 

・香川県立笠田高校家政科 

・香川県立高松南高校生活デザイン科 

・徳島県立小松島西高校生活文化科 

・私立福知山淑徳高校アパレルファッション科（京都） 

・私立坂出第一高校ファッションデザイン科（香川） 

・私立啓新高校ファッションデザイン科（福井） 

 
 

６ 教育環境 

6-1 施設･設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 

施設・設備の整備、運営管理については統括を学生部が、教育関連備品を教務部が担当しそれぞれ、設

備投資計画に沿って計画的な整備を行い、日常の管理にあたっている。教室以外の施設としては、上田

学園キャリアサポートセンター、学生ホール、コンピュータ自習室、購買部などがある。また、ビルメ

ンテナンス会社、清掃会社との契約のもと、衛生・安全を確保し、緊急時対応が可能な体制にある。 
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6-2 学外実習、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体制を整備しているか 

学外学習については各学科で産業界と連携しながら企画・運営にあたり、成果を上げている。クリエイ

ター系学科の「兵庫県・播州織」の産地見学と作品制作、ファッションビジネスストアマネージメント

学科の「㈱ワールド東京オフィス」見学および社内での特別講義、ファッション工芸デザイン学科の「広島

県・スピングルカンパニー」での特別実習授業などがあげられる。 

インターンシップについては教務部就職課が管理し、カリキュラムに無理のない範囲で実施している。

海外研修については、ファッション・プロデユース学科が１・２年次に「海外市場調査」としてカリキュラム

に折り込み、成果をあげている。 

平成３０年度からはトップクリエイター学科がフランス・パリに、ファッションビジネス・トップマネー

ジメント学科がイギリス・ロンドンに、ファッション・クラフト学科がイタリア・ミラノにそれぞれ研修

を実施した。 

また、全学科の希望者による海外研修プログラムを毎年冬季休暇の期間を利用し実施している。 
 
 

6-3 防災に対する体制は整備されているか 

安全確保方策、安全指導体制、災害時の役割分担、情報連絡体制、災害時の行動マニュアル等は各校者の

消防計画書に基づき整備している。各教室には避難経路図と教職員・学生それぞれの行動を記載した 

「大地震発生時の避難について」を備え付けている。尚、消防施設・設備の整備については、外観点検と総合

点検を各年 1 回実施している。 

 
７ 学生の受け入れ募集 

7-1 学生募集活動は、適正に行われているか 

学生募集広報活動において内容や説明表現については、その真実性、明瞭性、公平性、法令遵守等につ

いて、担当する入学相談課が常時十分な配慮を行うとともに、入学希望者に十分な判断材料を提供でき

るよう実施している。それらは稟議を経て決裁しているものであり、学内でのチェック体制は整備され

ている。 

学校案内書等広報やウェブサイトについては、来校者アンケートの実施やウェブアクセス解析などによ

り客観的な意見や希望者の動向を分析し、競合他校の調査についても可能な限り実施して、適切かつ効

果的な広報を行っていると言える。 

また、海外市場に対応できる人材・なかでも海外からの留学生の受け入れについては、「11 国際交

流」で記載する。 

 
7-2 学生募集において教育成果は正確に伝えられているか 

就職実績等の教育成果は毎年度データとして把握し、学校案内書やホームページ等に掲載している。特

に就職率については入学希望者アンケートにおいても関心が高く、学生募集上も重要な要因と認識して

いる。教育成果の広報においては、入学希望者の参考になる情報提供という観点から、事実を正確に伝

えている。 

 
7-3 学納金は妥当なものとなっているか 
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学納金については毎年度、見直しを行い翌々年度の金額を検討し決定する。参考にするのは大阪府専修

学校各種学校連合会の専門学校学費データ、同分野校の学費の状況等である。以上のようなデータに過

去の学費推移データなどを加味し、さらに収支状況の予想シミュレーションを実施して担当部署が立案

する。案は学内の審議を経て、評議員会に付議しさらに理事会で審議の上決議される。 

近年の学費推移を見ると、他校平均水準で推移しており、設備の整備状況や財務状況に大きな問題がな

いことから、妥当性は高いと思われる。 

 
基準８ 

8-1 中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか 

学生数増加と教育環境充実のため、平成２１年に中津校舎を購入した。そのためここ数年間無借金経営で

あったが、中津校舎購入時に平成２１年度より銀行借入を行なった。平成２６年４月に上田学園として新たに

姉妹校、大阪エンタテインメントデザイン専門学校を開校し、開設運営資金等で必要に応じて銀行借 入を行

った。今後とも中長期経営計画に基づき、財務基盤の安定を図りつつ、施設設備の充実を図ることと して

いる。 

 
8-2 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 

毎年、年度後半から当年度の補正予算、及び、翌年度の予算策定にかかっている。中長期計画のレビューは、 

隔月で行っている。 当年度の補正予算は人件費が固まり、翌年度の募集活動がピークを終えた段階で見直し

を始めており、経営 会議及び常務理事会で現状を報告している。予算を超える場合には便宜的に、支払稟

議でもって各校長・理事 長承認を得ている。 翌年度の予算は、学生募集動向が見通せる段階から、予算会

議を開始し、３月の予算理事会までに収入の範 囲で経費を決定していく。この過程で、事業計画の策定、

中長期計画のレビューをも合わせて行なっている。基本金組入れによっては、事業収支差額がマイナスにな

ることもあるので、事業収支差額を尺度に使用している。 予算・収支計画手続きは有効かつ妥当と考える。 

 
8-3 財務について会計監査が適正におこなわれているか 

会計監査契約を交わしている会計士からは、日常の会計上のアドバイスを受けそれに沿うよう業務を見

直して いる。また、公認会計士１名及び企業会計の経験豊富な１名の計２名が、会計監査を含め学園経営

の監査を見ている。また、長年学園会計の監査に立ち合った会計士が理事となっており経営に関与している。 

 
8-4 財務情報公開の体制整備はできているか 

他の専門学校に先駆けて、平成１８年度より財務情報を学園ホームページに掲載して、一般公開してい

る。 

 
基準９ 法令等の遵守 

9-1 法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか 

学校設置基準に係る法令等の遵守については、本部総務・財経部が窓口になって大阪府、大阪市、その他

関係機関 に逐次相談の上、逸脱しないよう努めている。 人権問題、教職員の労務問題には衛生委員会を窓口

に、個人情報保護の問題には個人情報保護推進部会が 窓口になり、定期的に会合を重ね、問題点があれば改
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善に努めている。夏休みの教職員セミナーでその周知を 行い、教職員の法令等の遵守意識を高めるよう行

っている。 

 
9-2 個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 

個人情報保護推進部会を設置して、個人情報の保護に努めている。各部署には機密保護管理責任者を選任し、 

機密情報の管理・監督・指導を徹底している。 具体的にはプライバシーポリシー・就業規則・機密保護管理規

定を策定して運用している。「就業規則」によりパーソナルコンピュータの取り扱いを規定し、学外への持ち出

し等を規制している。また、「機密保護管理規定」に より個人情報の管理徹底・個人情報の取得・守秘義務等

を明記して、情報管理を徹底している。また、ホームページには個人情報の取り扱 い・個人情報保護指針をプ

ライバシーポリシーとして掲載している。 平成２８年度からのマイナンバー制度の導入に伴い、業者シス

テムを活用してマイナンバーの管理を適正に行 い、その漏洩防止に努めている。 

 
9-3 自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか 

校長、事務統括、部長、学科長による会議において自己点検を進め、問題点があり次第、その対処 について

協議し、平成２５年度よりは各校に教育課程編成委員会、学校関係者評価委員会の設置を 行い、カリキュ

ラム編成、自己点検等に外部関係者の意見を積極的に取り込むよう努めている。 9-4 自己点検・自己評

価結果の公開をしているか。 平成２３年度より学校自己評価報告書をホームページで公開している。 

 
１０ 社会貢献・地域貢献 

10-1 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献を行っているか 

日本皮革産業連合会による鞄・ハンドバッグ・小物技術検定の講義会場および実技試験会場としてファッショ

ン工芸デザイン学科の教室・設備を提供している。 

また一般社団法人「大阪自由大学」の市民講座会場として年間２０回程度、大教室を無償で提供してお

り、交通の利便性もあって好評を得ている 

 
10-2 学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 

大阪市北区の東梅田商店会活性化について、芝田商店会（芝田町一丁目）を中心とした「商店街・地域活

性化のプロジェクト」の一環として「梅田ゆかたまつり芝田商店会涼風計画」「梅田スノーマンフェスティ

バル／芝田美化計画」に参加している。また JR 西日本と連携し、ゆかたスタイリングショーも実施

した。大阪府警察曽根崎署との交通安全週間での取り組みでは「反射板」を利用した安全グッズの商品開発に

携わっている。 

 
11 国際交流 

11-1 留学生の受け入れ・派遣について戦略があるか 
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海外教育施設との、姉妹校提携覚書書の締結に向けて、平成２１年度より本格的に取り組んでいる。  平

成２４年１２月に「留学生の受け入れについての提案」を取りまとめ、①国内外の提携する日本語学校の卒業

生、もしくは海外提携大学の推薦を受けた学生を留学生として受け入れる。②在学する留学生サービスの向上

を図る。③１クラスの学生数の１０％ を目途として留学生を受け入れる。の三点を目標とした。また教育

内容の高度化にむけて海外の教育機関等との連携を積極的に進めるなかで平成２８年度より校内に「海外連

携推進室」を設置し、より本格的に海外連携に注力している。技術面はもとより、グローバルな視野をもっ

た創造力あふれる学生を養成すべく交流を深めることで留学・派遣の実績が積み上がることが期待され

る。 

 
平成３０年度の主な取組は以下のとおり。 

・海外連携先の講師による公開セミナーとシンポジウム

ナンシー・リーゲルマン(米国 FIDM 教授) 

クリスティーン・ウペスレジャ(米国 FIDM 教授) 

エレン ビビアン・ マッカートニー(米国カルフォルニア芸術大学教授) 

ラファエル ランバード(バッグモデリスタ) 

 
・訪問や交流授業を実施した教育機関 

カミーユ クローデル校, エコール・ド・デュペレ(フランス) 

パラッツオプッチ校、アルススコウラ、ポリモ－ダ、パラッツォレアーレ校（イタリア） 

デンマーク王立芸術アカデミー(デンマーク) 

メルボルンＰＳＣ専門大学(オーストラリア) 

MSU 大学（マレーシア） 

CITI 大学（モンゴル） 

嶺東科技大学（台湾） 

カリフォルニア芸術大学、FIDM 専門大学、FIT（米国） 
 
 

11-2 留学生の受け入れ・派遣等について適正な手続きが取られているか 

海外からの留学生の受け入れ、海外市場に対応できる人材の育成を行うため、学生部に留学担当を置き、外国

人留学生の選考、受入れ、在籍管理、ビザ取得サポート等の業務体制を整えている。また、関西外語専門学校

と連携し留学生の派遣を行っている。 

 
11-3 留学生の学習・生活指導の体制が整備されているか 

学生部に留学生の学習・生活指導の担当者を置き、ビザの手続きなどの在留に係る事務も行うとともに生

活等の相談にのっている。また、年に数回、留学生懇親会を行い、留学生と教職員が食事をしながら懇親

を深め、情報交換や希望の聴取を行っている。学習については学生アルバイトのチューターを採用してい

る。 

 
11-4 学習成果が国内外で評価される取り組みを行っているか 
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トップクリエイター学科が、有名デザイナーズブランド企業で活躍できる人材の育成を目標として教育

内容の充実を図るべく２年生３年生を対象に１０月パリコレクション研修を行い、学生ブランド(ＵＣ 

Ｆ)による「２０１９春夏パリコレクション」の公式の展示会参加を実施した。和歌山高野口産地「パイ

ル・フェイクファー素材」、群馬県桐生産地「ジャカード素材」等を使用した商品を発表し、アメリカ、スイ

ス、レバノン、サウジアラビア、ロシア、オーストラリアなどのセレクトショップより受注が取れるな

どの成果が上がった。 

ファッションクラフトデザイン学科とファッション雑貨デザイン学科２年生がデンマーク、コペンハーゲ

ンで開催された、「リボルバー」に初出展した。今回は商品の興味はもたれるものの、受注には至らなか

ったが、学生には仕様書作成から工場への出荷作業など、商品デザインに関する学びとなった。  ファッ

ションクリエイター学科の学生２３名がフランス伝統生地トワル・ド・ジュイを使用した作品製作を行い、

フランス「トワル・ド・ジュイ博物館」で作品を発表し評価を受けた。 


